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執行役員制度導入に伴う株式報酬制度の一部改定に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2021年度より導入しております取締役（監査等委員である取

締役、社外取締役及び国内非居住者を除く。以下同じ。）を対象とした株式報酬制度（以下「本制度」

という。）の制度改定に関する議案を、2022年6月23日開催の予定の第42期定時株主総会（以下「本株主

総会」という。）に付議することといたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1．本制度における改定後の内容等 

（1）現行の本制度の概要 

本制度は、2022年 3月 31日で終了する事業年度から 2024年 3月 31日で終了する事業年度ま

での 3事業年度（以下「対象期間」といいます。）を対象として、当社が拠出する金員を原資と

して当社株式が信託を通じて取得され、退任後に、当社の取締役に対して当社が定める株式交

付規程に従って役位等に応じて当該信託を通じて当社株式及びその換価処分金相当の金銭（以

下「当社株式等」といいます。）の交付及び給付（以下「交付等」といいます。）を行う株式報

酬制度であります。 

なお、本制度では、役員報酬 BIP（Board Incentive Plan）信託（以下「BIP信託」という。）

と称される仕組みを採用しております（本制度の実施のために設定した BIP信託を、以下「本

信託」という。）。 

 

（2）本制度の改定内容 

2022年 4月 1日の執行役員制度の導入に伴い、現行の本制度の対象者に執行役員（国内非居

住者を除く。以下同じ。）を追加する内容の改定であります。 

これに伴い、当社株式等の交付等を受けるための受益者要件においても、対象期間中に執行

役員であること及び執行役員を退任していることを加えるものとします。 

なお、取締役のポイント付与の対象期間は、前年 7月 1日から定時株主総会の間としており

ますが、任期の違いを鑑み、執行役員のポイント付与対象期間は、前年 4月 1日から当年 3月

31日とします。 
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また、本改定に伴い、当社が本信託に拠出する信託金の上限並びに取締役及び執行役員に付

与されるポイントの上限及び本信託が取得する当社株式数の上限を下表に記載のとおり改めま

す。 

 

【主な改定内容】 

 改定前 改定後 

本制度の対象とな

る当社株式等の交

付等の対象者 

 取締役（監査等委員である取

締役、社外取締役及び国内非

居住者を除く） 

 取締役（監査等委員である取

締役、社外取締役及び国内非

居住者を除く）及び執行役員

（国内非居住者を除く） 

（以下「取締役等」という。） 

当社が本信託に拠

出する信託金の上

限 

 対象期間（3 事業年度）毎に

87百万円 

 対象期間（3 事業年度）毎に

126百万円 

取締役等に付与さ

れるポイントの上

限及び本信託が取

得する当社株式数

の上限 

 1 事業年度あたりのポイント

の総数の上限は 15,000ポイン

ト 

 対象期間毎の本信託が取得す

る当社株式数の上限は 1 事業

年度あたりのポイントの総数

の上限に信託期間の年数（3

年）を乗じた数に相当する株

式数 45,000株 

 1 事業年度あたりのポイント

の総数の上限は 41,000ポイン

ト 

 対象期間毎の本信託が取得す

る当社株式数の上限は 1 事業

年度あたりのポイントの総数

の上限に信託期間の年数（3

年）を乗じた数に相当する株

式数 123,000株 

※原則として、以下の期間（以下「対象在任期間」という。）に取締役等として在任した者を対

象として、対象在任期間における基本報酬、在任月数及び役位に応じて、一定のポイントが

付与されます。 

取締役 ：前年 7月 1日から定時株主総会の間 

執行役員：前年 4月 1日から当年 3月 31日 

 

なお、その他本制度内容に変更はございません。導入時の本制度内容については、2021年 5

月 19日公表の「役員退職慰労金制度の廃止及び株式報酬制度の導入に関するお知らせ」をご参

照ください。 

 

（3）本信託による当社株式の取得方法 

本改定に伴い、上記（2）の本信託に拠出する信託金の上限及び本信託が取得する当社株式数

の上限の範囲内で、株式市場より当社株式の取得を予定しています。 

また、本制度の導入時に予定しておりました本信託による当社株式の取得についても本改定

に伴う当社株式の取得とあわせて行います。 
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なお、信託期間中、本信託内の株式数が取締役に付与されたポイントに対応した株式数に不

足する可能性が生じた場合や、信託財産中の金銭が信託報酬・信託費用の支払いに不足する可

能性が生じた場合には、上記（2）の本信託に拠出する信託金の上限及び本信託が取得する当社

株式数の上限の範囲内で、本信託に追加で金銭を拠出し、当社株式を追加取得することがあり

ます。 

 

2．その他本制度の内容 

信託期間の満了時において、信託契約の変更及び追加信託を行うことにより、本信託を継続する

ことがあります。その場合、さらに本信託の信託期間を 3年間延長し、当社は延長された信託期間

ごとに、本株主総会の承認決議を得た信託金の上限の範囲内で追加拠出を行い、引き続き延長され

た信託期間中、取締役等に対するポイントの付与を実施します。 

ただし、かかる追加拠出を行う場合において、延長する前の信託期間の末日に信託財産内に残

存する当社株式（取締役等に付与されたポイントに相当する当社株式で交付が未了のものを除く。）

及び金銭（以下「残存株式等」という。）があるときは、残存株式等の金額と追加拠出される信託

金の合計額は、本株主総会で承認を得た信託金の上限の範囲内とします。 

また、信託期間の満了時に信託契約の変更及び追加信託を行わない場合には、それ以降、取締

役等に対するポイントの付与は行われません。ただし、当該時点で受益者要件を満たす可能性のあ

る取締役等が在任している場合には、当該取締役等が退任し、当社株式等の交付等が完了するまで、

最長で 10年間、本信託の信託期間を延長させることがあります。 

 

 

以 上 

 


